
5－5   要介護認定事務について  

○介護保険制度の見直しに伴う、新たな要介護認定の実施に伴い、   

①認定調査において一部調査項目が追加されること   

②「要支援1」、「要支援2」等、新たに要支援状態区分が設けられること   

などの見直しが行われることから、認定調査票、要介護認定申請書、介護保   

険受給資格証明書等の様式について、以下の見直しを行うこととしたもので   

ある。  

認定調査票の様式について（案）  

○新たな要介護認定の手法等については、現在要介護認定モデル事業（第二次）   

（以下「モデル事業（第二次）」と言う。）を実施しているところであり、認   

定調査項目及びその判断基準についても、その結果等を踏まえ最終的な確定   

を予定しているところである。  

○ この手法については、モデル事業（第二次）において現在まで大きな混乱な   

く概ね円滑に実施されており、認定調査項目の内容や介護認定審査会におけ   

る有効性について、複数の市区町村に状況を確認したところ、概ね良好な評   

価を得たところである。  

○このため、新たな要介護認定の実施にあたり、認定調査項目について、モデ   

ル事業（第二次）にて用いたものから変更は要しない、と判断し、認定調萱   

票の様式を別紙1の通りとする予定である。  

○なお、認定調査項目の判断基準等については、文言等の詳細についてモデル   

事業（第二次）の実施状況を踏まえる必要があることから、若干の修正があ   

り得る。  

○認定調査項目及び認定調査票については告示（「要介護認定等基準時間の推   

計の方法」平成15年3月24日厚告第91号）において、認定調査項目の判  
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断基準等については通知（「要介護認定における『認定調査票記入の手引き』、  

『主治医意見書記入の手引き』及び『特定疾病に係る診断基準』について」  

老老発0324001号、平成15年3月24日厚生労働省老健局老人保健課長通知）  

において規定しているところであるが、改正法の施行に係る改正政省令の公  

布に併せて上記の改正を行う予定である。  

○新たな要介護認定の手法については、最も早い場合、平成柑年3月31日lこ   

現に受けている要介護認定が満了する者が満了日の60日前に更新申請した   

ものから順次行われることから、これらの申請係る認定調査から新たな認定   

調査票を使用することとする。なお、要介護認定に関する各省令、告示及び   

通知において定めることが想定される事項については、1月中にお示しする   

予定であるので、改正告示の公布及び改正通知の発出までの問は、暫定的に   

この内容により実施されるよう、よろしくお願いする。  

要介護認定申請書等の様式について（案）  

○新たな要介護認定の実施に伴い、要支援状態区分が新たに設けられたことか   

ら、要介護認定（要支援認定を含む）の新規・更新t区分変更申請書ならびに   

介護保険サービスの種類指定変更申請書について、別紙2－①～③の様式の   

通りとする。  

○なお、新予防給付に係る規定の施行後に、要支援認定を受けている者が、当   

該要支援状態区分の変更を希望する場合は、新法第33条の2の規定により   

区分変更申請をすることとなる。  

（参照条文）  

「介護保険法等の一部を改正する法律」（平成17年法律第77号）  

（要支援状態区分の変更の認定）  

第33条の2 要支援認定を受けた被保険者は、その支援の必要の程度が現に   

受けている要支援認定に係る要支援状態区分以外の要支援状態区分に該当   

すると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、   

要支援状態区分の変更の認定の申請をすることができる  

2 （略）  
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介護保険受給資格証明書の様式について（案）  

○新たな要介護認定の実施に伴い、要支援状態区分が新たに設けられたことか   

ら、介護保険受給資格証明書について、別紙3の様式の通りとする予定であ   

る。  

○また、新法附則第3条の規定に基づき、条例の定める日まで新予防給付の実   

施を行わない市区町村等からの異動等、従前の要介護認定による、要介護認   

定、要支援認定を受けた被保険者が異動し、介護保険受給資格証明書の交付   

を受ける場合には「備考」翻剛こ従前の要介護言忍定を受けた看である旨記載   

することとする。  

新たな認定申請書及び受給資格証明書の様式の使用開始時期等について（案）  

○要介護認定申請書等及び介護保険受給資格証明書の様式については、現在、   

標準様式を事務連絡等にてお示ししているところであるが、今般、通知（「要   

介護認定等の実施について」老発第0324002号平成15年3月24日厚生労働   

省老健局長通知）を改正して新たに位置づけることを予定しているところで   

あり、改正法の施行に係る改正政省令の公布に併せて上記の改正を行う予定   

である。  

○なお、この通知において定めることが想定される事項については、1月中に   

お示しする予定であるので、認定申請書及び受給資格証明書の様式について   

は、前嘩でお示しした改正通知発出後、僻、ら順次使用し   

て差し支えないものとする。  
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主治医意見書の様式に係る通知の改正について（案）  

基本的な考え方  

○新法施行に伴う要介護認定の取扱いについては、平成17年8月5日開催の   

全国介護保険担当課長会議においてお示ししたところであるが、この取扱い   

により、新予防給付を実施する約2ケ月前から新予防給付の実施までは現行   

の要介護認定と新たな手法による要介護認定を併用することとなる。  

l■‾‾‾‾■‾■■‾■‾■‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾■‾■‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾■‾■‾－－‾一‾一‾■‾‾■■‘‾一‾‾■‾‾■‾■‾■‾‾‾‾‾一‾‾‾■‾■‾■■‾■‾■■●■‾■‾‾■‾一‾●‾‾  

；例＝平成1針年4月1日から新予防給付を実施する市区町村の場合  
l  

l  

1  

l  

【新規、区分変更申請】  
l  

； 平成18年3月31日まで、現行の要介護認定を実施する。  
l  

【更新申請】  l ■j⊂こ■すITP日■  
I 

l  

l  

： 平成18年3月31日に現に受けている有効期間が満了する者から新たな要介護：  
I 

t  

認定を実施する。  】 
l  

；→ 現行の要介護認定と新たな要介護認定を併用することとなる。  
l  

l  

I I l ＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●－＿＿＿＿＿t  

○主治医意見書の様式については、新たな要介護認定の実施に合わせ、改正を   

予定しているところであるが、この新たな様式は、「介護の手間に係る審査   

判定」について、現行の要介護認定と同様の審査が行われるよう、専門家に   

よる議論を踏まえ、作成したものであり、新予防給付の実施の前後において   

主治医意見書の記載及び要介護認定が円滑に実施できるよう、先行的に主治   

医意見書様式の改正を行ない、現行の要介護認定と新たな要介護認定を併用   

する期間においても同一の様式を使用することとする。  

新たな主治医意見書の様式について（案）  

○新たな要介護認定の手法等については、現在要介護認定モデル事業（第二次）   

（以下「モデル事業（第二次）」と言う。）を実施しているところであり、主   

治医意見書様式及び記載の手引きについても、その結果等を踏まえ最終的な   

確定を予定しているところである。  
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○ この手法については、モデル事業（第二次）・において現在まで大きな混乱な   

く概ね円滑に実施されており、主治医意見書様式の構成や介護認定審査会に   

おける有効性について、複数の市区町村に状況を確認したところ、概ね良好   

な評価を得たところである。  

○ このため、新たな要介護認定の実施にあたり、主治医意見書様式については、   

モデル事業（第二次＝こて用いた様式カ、ら大幅な変更は要しない、と判断し、   

別紙2の通りとする予定である。（「4．生活機能とサービスに関する意見」   

の（3）のみ一部修正）  

○なお、主治医意見書記載の手引きについては、文言等の詳細についてモデル   

事業（第二次）の実施状況を踏まえる必要があることから、若干の修正があ   

り得る。  

新たな主治医意見書様式の使用開始時期について（案）  

○新たな要介護認定の手法については、最も早い場合、平成18年3月31日に   

現に受けている要介護認定が満了する者が満了日の60日前に申請した場合   

から行われることから、   

平成榊巨（新規、更新、区分変更すべて）   

について、新たな主治医意見書様式を使用することとする。  

通知等の改正の予定について（案）  

○主治医意見書様式及び記載の手引きについては厚生労働省老健局長通知   

（「要介護認定等の実施について」老発第0324002号、平成15年3月24日厚   

生労働省老健局長通知）、及び厚生労働省老健局老人保健課長通知（「要介護   

認定における『認定調査票記入の手引き』、『主治医意見書記入の手引き』及   

び『特定疾病に係る診断基準』について」老老発0324001号、平成15年3   

月24日厚生労働省老健局老人保健課長通知）にて規定しているところであ   

るが、平成18年1月を目途に通知の改正を予定している。  

○なお、この改正は主治医意見書様式の見直しに係る部分についてのみ予定し   

ており、特定疾病の見直しなど、その他の部分については、政省令等の改正   

にあわせ、再度通知の改正を行う予定である。  
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